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和歌山県企業防災ガイドライン（初版） 

和歌山県ＢＣＰステップアップ・ガイド 第２部 
 

    

    「和歌山県企業防災ガイドライン」は、和歌山県が監修者（１ページ参照）の善意の協力を

得て作成したものです。本ガイドラインの非営利活動での使用は自由ですが、和歌山県及び監

修者の事前承諾なくＢＣＰ策定コンサルティング等の営利活動に使用することを禁止します。

なお、本ガイドラインの一部を引用する場合は、和歌山県及び監修者名を明記して下さい。 
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第第第第２２２２部部部部 

平成２１年３月１日 

監修 NPO法人事業継続推進機構1 

和歌山県ＢＣＰステップアップ・ガイド（初版） 

＜第２部 重要業務を認識して簡略ＢＣＰを策定する＞ 

 

はじめにはじめにはじめにはじめに    

    

第 1部では、事業継続計画（ＢＣＰ）としても必要性の高い基礎的な防災対策を進めてきま

した。第２部では、貴社のＢＣＰの必要性の認識も高まってきたと思われますので、簡略なＢ

ＣＰの策定を目指します。 

 

    

目目目目        次次次次    

 

10) 自社の重要業務の選定とＢＣＰの特徴の把握 

11) 簡易手法による目標復旧時間の決定 

12) 基本方針と策定体制 

13) リスクの評価と被害の想定 

14) 重要業務の継続の制約となる要素･資源の把握 

15) 継続する方法(戦略)の検討 

16) キーパーソンの代理が確保できる体制 

17) 重要業務に必要な部品、材料、サービス等の代替調達 

18) 情報・通信システムの途絶リスクの把握と対策 

19) 拠点、設備その他資源の代替性の確保の検討 

20) ＢＣの発動と事業継続対応の手順の整理 

21) 地域との協調・地域貢献 

◇第２部のまとめ～内容更新の確認と訓練･見直しの勧め 

                                                
1 本ガイドの著作権はＮＰＯ法人事業継続推進機構が保有します（問合先 http://www.bcao.org/に記
載）。（ただし、和歌山県向けにカスタマイズした部分は、和歌山県が保有します。） 
使用条件は以下の通りです。 
1)使用に伴う損害について、和歌山県及びＮＰＯ法人事業継続推進機構は一切責任を負いません。 
2)非営利活動での使用は自由です。営利活動での使用は、当機構の事前承認がない限り禁止します。 
3)事前承認を得て営利のコンサルティング業務に使用する場合、他の本格的なＢＣＰの文献、テキスト
等を必ず十分理解し、それらを併用するようお願いします。非営利の場合も同様とします。 

4)本ガイドの一部を引用する場合には、和歌山県及びＮＰＯ法人事業継続推進機構の名称を明記してく
ださい。 

 

本本本本ガイドガイドガイドガイドのののの留意事項留意事項留意事項留意事項とおとおとおとお願願願願いいいい：：：：本本本本ガイドガイドガイドガイドはははは、、、、和歌山県及和歌山県及和歌山県及和歌山県及びびびびＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ法人事業継続推進機構法人事業継続推進機構法人事業継続推進機構法人事業継続推進機構がががが事業継続事業継続事業継続事業継続
をををを普及普及普及普及していくためのしていくためのしていくためのしていくためのツールツールツールツールのののの一一一一つでありつでありつでありつであり、、、、改善改善改善改善をををを続続続続けながらけながらけながらけながら活用活用活用活用していきますしていきますしていきますしていきます。。。。本本本本ガイドガイドガイドガイド使用条使用条使用条使用条
件件件件をををを脚注脚注脚注脚注にににに記載記載記載記載していますのでしていますのでしていますのでしていますので、、、、必必必必ずごずごずごずご確認確認確認確認くださいくださいくださいください。。。。 
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＜ステップ１０＞ 自社の重要業務の選定とＢＣＰの特徴の把握 

 

1 必要性 

災害･事故により被害を受けた場合、活用できる人員や資材、機材、場所などが相当限られま

すので、すべての業務を継続することは困難です。優先して継続・早期復旧を行う「重要業務」

（＝中核事業に不可欠な業務）を積極的に選んで、活用できる資源を集中して対策を講じなけれ

ば、必要な速さで操業回復ができませんし、企業体力が続かなくなるおそれもあります。 

そして、選ばれた重要業務（中核事業）の特徴から、自社のＢＣＰがどのようなタイプになる

か概略のイメージができます。この段階である程度イメージを持てれば、今後、ＢＣＰの策定・

運用を行ううえで、視野が開けることになり有益と考えられます。 

 

2 重要業務の選定 

2.1 重要業務を選ぶ基準を決める 

貴社の重要業務を選ぶ基準は、利益、売上げなどの観点で会社の存続に関わる重要性が高い業

務というのが基本です。さらに、災害･事故の被害対応に関係する業務も、社会的必要性が高く

なりますから、含める必要があります。また、その事業が止まると資金繰りが厳しくなる業務も

優先して復旧する業務の検討に加えます。 

 

2.2 重要業務を選定する 

まず、重要業務の候補をあげ、中断による利益、売上げ、資金繰りへの影響をなるべく金額ベ

ースで把握します(難しければ段階評価をします)。次に、中断で取引先へ迷惑をかける度合や社

会的な迷惑をかける度合（批判される程度）も深刻さを段階分けして考えます（例えば５段階、

最低３段階）。そして、これら判断要因ごとの重みも認識しつつ、影響を総合判断して重要業務

の優先順位をつけ、最後にいくつか選定します。選ぶ量は、貴社の全体業務量の３分の１以下に

絞ることを目指してください。その際、取引先を選ぶことで絞ることも当然可能です。 

中小企業の場合、重要業務の選定は、精緻な分析（第３部で紹介）をしなくても経営幹部によ

る直感的な判断である程度選べることが多いと思われますので、以上の方法を説明しました。 

 

3 貴社のＢＣＰの特徴の把握 

貴社が選んだ重要業務（中核事業）がどのような特徴を持つかによって、貴社のＢＣＰの内容

はかなり異なったものとなりますので留意してください。例えば、次のような特徴に依存します。 

①再調達に時間も費用もかかる設備に依存しているかどうか。 

②貴社の製品・サービスの市場シェアが高く、売り先が貴社以外から調達がしにくいかどうか。 

③供給の中断時間の長短により顧客が戻るかどうかにどのような影響が出るか。 

④代わりの場所でも業務が実施しやすいかどうか。 

 詳しくは、次頁「自社の重要業務の特徴とＢＣＰのイメージ整理表」で把握してみてください。 

 

4 留意事項 

 このステップは、貴社の事業の災害･事故対応のメリハリをつけるための準備です。したがっ

て、社内である程度直感的な議論の整理を行う程度でも結構です。一方、後のステップの作業

により、重要業務（中核事業）を考え直した方がよいと思われた場合、ためらわずに、このス

テップに戻るようにしてください。 
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［
ス
テ
ッ
プ
１
０
様
式
］
 
自
社
の
重
要
業
務
の
選
定
と
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
特
徴
の
把
握
 

文
書

1
0
-
1(
必
須
) 

重
要
業
務
（
中
核
事
業
）
の
候
補
の
影
響
度
比
較
表
（
様
式
例
）
 

 
 
 
判
断
要
因
 

業
務
名
 

利
益
へ
の
影
響
 

売
上
へ
の
影
響
 

資
金
繰
り
 

得
意

先
と

の

関
係
 

社
会

的
影

響
・
批
判
 

○
○
 

重
要
度
の
総
合
判
断
の
順
位
 

（
更
に
、
選
定
し
た
も
の
に
○
）
 

Ａ
業
務
 

 
 

 
 

 
 

 

Ｂ
業
務
 

 
 

 
 

 
 

 

Ｃ
業
務
 

 
 

 
 

 
 

 

説
明
：
①
要
因
ご
と
に
ど
の
程
度
影
響
が
大
き
い
か
数
段
階
で
評
価
し
ま
す
が
、
利
益
や
売
上
は
で
き
れ
ば
概
算
金
額
な
ど
で
定
量
的
に
比
較
し
ま
す
。
 

 
 
 
②
そ
れ
ぞ
れ
の
判
断
要
因
は
、
貴
社
に
と
っ
て
重
み
が
異
な
る
は
ず
で
す
の
で
、
総
合
判
断
に
お
い
て
は
そ
の
点
を
十
分
に
考
慮
し
ま
す
。
 

 資
料
1
0
-
2
(参

考
) 

自
社
の
重
要
業
務
の
特
徴
と
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
イ
メ
ー
ジ
整
理
表
（
Ｙ
Ｅ
Ｓ
、
Ｎ
Ｏ
に
○
や
△
を
つ
け
て
自
社
の
該
当
程
度
を
認
識
し
て
く
だ
さ
い
）
 

重
要
業
務
の
特
徴
と
な
る
事
項
 

該
当
(Ｙ
Ｅ
Ｓ
) 

該
当
せ
ず
（
N
O
）
 

①
再
調
達
に
時
間
も
費
用
も
か
か
る
設
備
に
依
存

し
て
い
る
か
(
例
：
多
く
の
製
造
業
、
造
船
業
)
 

設
備
を
守
る
か
、
代
替
設
備
を
確
保
す
る
か
の
必
要
が
あ

り
、
B
C
P
に
相
当
の
投
資
が
必
要
と
な
る
可
能
性
あ
り
。 

設
備
再
調
達
に
よ
る
方
法
も
視
野
に
入
り
、
そ
の
点
、

負
担
が
軽
い
B
C
P
で
済
む
可
能
性
も
。
 

②
貴
社
の
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
市
場
シ
ェ
ア
が
高

く
、
取
引
先
が
貴
社
以
外
か
ら
調
達
が
し
に
く
い
か
 

取
引
先
の
貴
社
へ
の
B
C
P
要
求
は
（
今
後
）
高
く
な
る
、

社
会
的
に
も
周
到
な
備
え
が
必
要
と
な
る
可
能
性
あ
り
。
 

取
引
先
は
他
社
か
ら
の
調
達
に
す
ぐ
に
切
り
替
え
る
。

再
開
後
に
取
引
が
戻
る
か
が
重
要
考
慮
点
に
。
 

③
数
時
間
や
１
、
２
日
で
他
社
に
乗
り
換
え
ら
れ
顧

客
が
戻
ら
な
い
恐
れ
が
あ
る
か
(
例
：
ネ
ッ
ト
販
売
)  

代
替
施
設
の
確
保
が
ほ
ぼ
不
可
欠
。
補
強
で
は
復
旧
が
間

に
合
わ
な
い
。
た
だ
、
Ｉ
Ｔ
は
代
替
が
し
や
す
い
。
 

供
給
中
断
→
再
開
を
前
提
に
B
C
P
を
考
え
て
よ
い
。
補

強
に
よ
る
対
応
が
有
効
に
な
る
傾
向
。
 

④
数
ヶ
月
か
か
っ
て
も
復
旧
す
れ
ば
顧
客
が
戻
る

か
（
例
：
近
距
離
だ
か
ら
購
入
、
差
別
化
が
大
き
い
）  

多
大
な
投
資
を
要
す
る
代
替
施
設
で
の
早
期
供
給
再
開

は
必
要
な
く
、
そ
の
場
で
の
早
期
復
旧
で
足
り
そ
う
。
 

顧
客
が
戻
る
許
容
範
囲
を
厳
密
に
読
み
、
そ
の
時
期
に

な
ん
と
し
て
も
復
旧
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

⑤
代
わ
り
の
場
所
で
も
業
務
が
実
施
し
や
す
い
か

(例
：
ｺ
ﾝﾋ
ﾟ
ｭ
ｰﾀ
以
外
は
人
の
活
動
が
中
心
の
企
業
) 

建
物
が
無
事
な
ら
電
源
確
保
程
度
で
よ
く
、
建
物
等
が
だ

め
な
ら
代
替
施
設
で
の
業
務
再
開
も
し
や
す
い
。
 

そ
の
場
所
の
施
設
、
設
備
の
補
強
が
重
要
。
代
替
施
設

の
確
保
は
多
大
な
投
資
が
必
要
な
傾
向
。
 

⑥
災
害
・
事
故
後
、
復
旧
業
務
が
重
要
に
な
る
業
種

か
（
例
：
イ
ン
フ
ラ
復
旧
、
建
設
業
）
 

平
時
の
業
務
の
継
続
よ
り
も
、
社
会
的
な
復
旧
業
務
の
需

要
に
い
か
に
即
応
で
き
る
か
の
体
制
整
備
が
主
眼
に
。
 

顧
客
、
社
員
の
安
全
確
保
、
地
域
支
援
以
外
は
平
時
の

業
務
の
早
期
復
旧
に
傾
注
す
る
。
 

⑦
来
客
が
多
数
で
、
被
害
の
把
握
・
発
信
が
求
め
ら

れ
る
業
種
か
（
例
：
商
店
、
ホ
テ
ル
、
旅
客
運
送
）
 

業
務
の
再
開
よ
り
も
、
被
害
者
の
救
助
・
支
援
、
情
報
発

信
が
重
要
と
な
り
、
そ
の
体
制
整
備
が
前
面
に
。
 

社
員
お
よ
び
関
係
者
を
考
慮
す
れ
ば
足
り
、
比
較
的
早

く
平
時
の
業
務
復
旧
に
傾
注
で
き
る
。
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＜ステップ１１＞ 簡易手法による目標復旧時間の決定 

 

1 必要性 

前のステップで選んだ重要業務は、得意先(取引先や顧客)が必要とする時期までに復旧できな

ければ、販売先を失う懸念がありますので、その前に復旧できるよう努力します。この段階では、

簡易な手法により目標復旧時間を認識しましょう（第１部ステップ１の概念図も参照）。 

なお、前ステップの資料10-2「自社の重要業務の特徴とＢＣＰのイメージ整理表」で各社のＢ

ＣＰの内容の差を示しましたが、各社とも目標復旧時間の認識が必要です。 

 

2 目標復旧時間の簡易な把握 

2.1 得意先との関係からまず検討する 

得意先（取引先や顧客）が貴社の製品･サービスの供給再開を待てなくなる時期になると、代

わりの供給者の確保に動き、貴社がその後に供給を再開しても、受注が元に戻らない懸念が増大

します。そうなれば、利益や売上げ、資金繰りにも大きな影響が出ます。そこで、それまでには

復旧を実現するよう目指します。これが目標復旧時間を決める１つの重要な判断要因となります。 

 

2.2 社会的な影響を考慮する 

貴社の製品･サービスが災害･事故の応急対応や復旧に必要性が高いものである場合には、その

現場での需要に応えられなくなると社会的な批判が高まるので要注意です。したがって、この時

期も目標復旧時間の判断要因となります。 

 

2.3 目標復旧時間を簡易的に把握する 

以上の２つの判断要因から“取引先や社会から許容される中断時間にとどめる”という観点で

の、できることなら達成したい「許容中断時間」を考えることができます。 

ただし、実際にこの「許容中断時間」までに復旧できるかどうかは、現状の対策では難しいと

見込まれる場合が多いでしょう。より多くの対策を講じれば何とか達成できるかもしれませんが

（後のステップで復旧のボトルネックを検討して必要な対策を把握します）、まずは現実的なと

ころに目標を置くのが妥当です。貴社が目標復旧時間を設定すれば得意先はその実現性を知りた

がりますが、対策コストが巨額になるなど達成が難しいならばその目標は信用されません。そこ

で、最終的にこの｢目標復旧時間｣をどう決めるかは、経営者の判断となります。 

なお、災害･事故後においては、実際の被害状況を把握した上で、かねてＢＣＰで考えていた

目標復旧時間を踏まえて、実際の達成目標としての復旧時間を経営者として設定します。 

 

3 留意事項 

 この段階の作業の目的は、次のステップ以降に必要となる、貴社の事業の災害･事故対応のメ

リハリをつけるための準備です。したがって、多大な作業をする必要はなく、社内である程度

直感的な議論の整理を行う程度でも結構です。 

なお、例えば、社屋が倒壊するかどうかにより、設備被害が修理・調整で済むのか、再調達が

不可避になるかが決まり、それにより目標復旧時間は変わるでしょう。前者の場合１～数週間で

の復旧が目標となり、在庫も考慮した日数を争う問題となります。一方、後者の場合、数ヵ月単

位の復旧となり、いつまでに復旧すれば取引先が戻ってくるかが考慮の中心となります。そこで、

２段階の被害想定をし、２段階の目標復旧時間を考える必要があるかもしれません。 
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［
ス
テ
ッ
プ
１
１
様
式
］
 
簡
易
手
法
に
よ
る
目
標
復
旧
時
間
の
決
定
 

 

文
書

1
1
-
1(
必
須
) 

重
要
業
務
の
許
容
中
断
時
間
（
目
標
復
旧
時
間
）
の
検
討
表
（
様
式
例
）
 

 
 
 
判
断
要
因
 

重
要
業
務
名
 

重
要
度
 
利
益
の
変
動
 
売
上
げ
の
変

動
 

資
金
繰
り
 

得
意
先
の
意

向
 

社
会
的
影
響
・

批
判
 

○
○
 

「
許
容
中
断
時
間
」
 

Ａ
業
務
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｂ
業
務
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｃ
業
務
 

 
 

 
 

 
 

 
 

説
明
：
①
大
事
な
判
断
要
因
を
も
れ
な
く
選
び
、
そ
の
要
因
ご
と
に
許
容
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
中
断
時
間
（
例
え
ば
日
、
週
単
位
で
）
を
記
入
し
ま
す
。
 

②
基
本
的
に
、
各
判
断
要
因
の
中
の
最
も
短
い
許
容
中
断
時
間
が
達
成
し
た
い
「
許
容
中
断
時
間
」
に
な
り
ま
す
が
、
お
お
ま
か
に
考
え
る
の
で
構
い
ま
せ
ん
。
 

③
被
害
想
定
に
よ
っ
て
許
容
中
断
時
間
が
大
き
く
異
な
る
場
合
（
前
ペ
ー
ジ
3
参
照
）、
２
段
階
で
整
理
し
て
い
く
の
も
一
案
で
す
。
 

 文
書

1
1
-
2(
必
須
) 

重
要
業
務
の
目
標
復
旧
時
間
の
検
討
表
（
様
式
例
）
 

 
 
 
判
断
要
因
 

重
要
業
務
名
 

重
要
度
 
「
許
容
中
断
時
間
」
 

現
段
階
の
対
策
で
可
能
と
思
わ

れ
る
復
旧
時
間
 

今
後
実
施
す
る
対
策
に
よ
る
復
旧

時
間
の
短
縮
の
見
込
み
 

目
標
復
旧
時
間
 

(
経
営
判
断
に
よ
る
)
 

Ａ
業
務
 

 
 

 
 

 

Ｂ
業
務
 

 
 

 
 

 

Ｃ
業
務
 

 
 

 
 

 

説
明
：
①
「
今
後
実
施
す
る
対
策
に
よ
る
復
旧
時
間
の
短
縮
の
見
込
み
」
は
、
お
お
ま
か
な
も
の
で
構
い
ま
せ
ん
。
後
の
ス
テ
ッ
プ
で
必
要
な
対
策
が
明
ら
か
に
な
っ

た
段
階
で
、
こ
こ
に
戻
っ
て
考
え
直
す
こ
と
が
可
能
で
す
。
行
き
つ
戻
り
つ
の
検
討
の
一
段
階
と
考
え
て
く
だ
さ
い
。
 

②
「
目
標
復
旧
時
間
(経
営
判
断
に
よ
る
)」
も
、
同
様
に
後
か
ら
こ
こ
に
戻
っ
て
考
え
直
す
こ
と
が
可
能
で
す
。
 

 ＊
 
以
上
で
重
要
業
務
を
選
定
し
、
そ
の
目
標
復
旧
時
間
を
決
定
し
た
ら
、
災
害
・
事
故
直
後
の
対
応
か
ら
各
重
要
業
務
の
復
旧
へ
と
、
自
社
全
体
の
業
務
実
施
の
流

れ
や
手
順
を
描
く
こ
と
が
で
き
ま
す
の
で
、
整
理
し
て
い
き
ま
す
。
た
だ
し
、
今
後
の
ス
テ
ッ
プ
で
事
業
継
続
対
策
を
検
討
・
実
施
し
て
い
か
な
い
と
、
多
く
の
場

合
、
目
標
復
旧
時
間
は
達
成
で
き
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
、
ス
テ
ッ
プ
を
進
む
に
従
っ
て
業
務
実
施
の
流
れ
や
手
順
の
整
理
も
さ
ら
に
進
め
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。
 

ま
た
、
個
々
の
重
要
業
務
に
つ
い
て
も
実
施
が
円
滑
か
つ
的
確
に
行
え
る
よ
う
、
担
当
部
署
で
マ
ニ
ュ
ア
ル
な
ど
を
徐
々
に
整
備
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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＜ステップ１２＞ 基本方針と策定体制 

 

1 必要性 

貴社の重要業務と目標復旧時間を簡易にですが把握できたので、簡略なＢＣＰの策定に向けて、

貴社としての基本方針を立て、策定体制を整えます。 

 

2 方法 

2.1 基本方針を決定する 

 経営者が、この段階で、ＢＣＰの基本方針として掲げるべき必須的な事項は、次のとおりです。 

① 経営者としてＢＣＰ策定に取り組んでいく意思表明 

② ＢＣＰによって達成しようとする企業としての価値、目標その他の事項 

③ ＢＣＰの策定を優先的に実施する事業の範囲（事業分野が複数の場合） 

④ ＢＣＰの策定スケジュールと策定体制の整備 

事業分野が複数の場合、すべての重要業務について同時にＢＣＰを策定するのは、ＢＣＰ担

当者が社内支援をする労力の限界もあるので容易ではありません。一部を先行させ、その策定

経験を活かして順次、別の重要業務のＢＣＰの策定に入るのが効果的との声を多く聞きます。

したがって、ＢＣＰの策定が急がれる重要業務を選ぶことも、経営者としての方針として重要

です。また、ＢＣＰを策定するには、ＢＣＰの取りまとめ部署（防災担当、危機管理担当の部

署等）とＢＣＰの策定対象となる重要業務を担う部署に、人と資金を追加的に割り当てる必要

があります。 

また、社員や利害関係者に向けて、ＢＣＰの意義を明らかにするため、基本方針に、顧客、従

業員、地域などに対するメッセージを加えることも有効です。例えば、供給責任や地域との連携

や地域貢献、企業同士の助け合いなどです。 

 

2.2 ＢＣＰの策定･運用体制を構築する 

貴社のＢＣＰの運用を推進する社内の体制を決める場合、次の点を考慮します。 

① 重要な経営課題であるので、経営者自らが率先して策定・運用推進にあたること 

② 企業の各部門から横断的に参画者を人選すること 

なお、ＢＣＰの策定を担う組織は新設する必要はなく、①及び②の条件を満たす類似の組織

があれば、そこで実施していくので十分です。組織ばかりが増えると開催が難しくなり、事務

負担も重くなるので得策ではありません。 

ＢＣＰの担当部署は、従来の防災担当や危機管理担当が担うのでも問題ありませんが、企画

部門、財務部門、人事部門とも密接に連携します。また、小規模な企業でも、担当部署には専

任に近いＢＣＰ担当者が策定段階には不可欠です。 

そして、経営者は、ＢＣＰの策定を経営層の別の者にリード役を委ねても、経営者自らもＢ

ＣＰ策定に参画するための時間を確保することも重要です。 

 

3 留意事項 

ＢＣＰの策定には重要業務を担う全ての社員が関与しますので、ＢＣＰの策定に取り組むこと

を社内に広く周知することが必要です。掲示などでは不十分で、個々人が必ず気づき、認識でき

る方法で行ってください。また、ＢＣＰの策定に際しては、取引先企業、協力会社等との意見交

換や摺り合わせを行うことも必要になるため、社外の関係者に対して的確なＢＣＰ策定の説明が

必要となります。
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［
ス
テ
ッ
プ
１
２
様
式
］
 
基
本
方
針
と
策
定
体
制
 

 文
書

1
2
-
1(
必
須
) 

基
本
方
針
の
イ
メ
ー
ジ
(様

式
例
) 

１
．
Ｂ
Ｃ
Ｐ
に
よ
り
達
成
し
よ
う
と
す
る
こ
と
 

 
例
：
顧
客
･
従
業
員
の
生
命
の
安
全
を
最
優
先
 

災
害
等
で
被
害
を
受
け
て
も
、
企
業
と
し
て
の
供
給
責
任
を
果
た
す
 

 
 
 
二
次
災
害
を
防
止
し
、
地
域
に
迷
惑
を
か
け
な
い
（
注
：
二
次
災
害
の
可
能
性
は
業
態
に
よ
る
）
 

 
 
 
地
域
と
の
協
調
、
連
携
、
貢
献
（
無
理
の
な
い
範
囲
内
で
具
体
的
に
）
 

 
 
 
貴
社
と
し
て
の
企
業
存
続
や
雇
用
を
守
る
決
意
 

 ２
.
 
自
社
と
し
て
優
先
的
に
事
業
継
続
に
取
り
組
む
事
業
の
範
囲
を
明
確
化
（
事
業
分
野
が
複
数
の
場
合
）
 

 ３
．
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策
定
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
 

 ４
．
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
の
た
め
、
企
業
と
し
て
人
的
、
物
的
、
金
銭
的
資
源
を
投
入
し
て
策
定
す
る
こ
と
の
決
意
表
明
 

 

説
明
：
基
本
方
針
は
、
企
業
の
最
重
要
事
項
を
決
定
す
る
会
議
（
役
員
会
議
な
ど
）
で
議
論
し
て
策
定
し
ま
す
。
 

 文
書

1
2
-
2(
必
須
) 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
の
社
内
体
制
（
様
式
例
）
 

 
役
割
 

部
署
、
氏
名
 

リ
ー
ダ
ー
 

 
 

副
リ
ー
ダ
ー
 

 
 

○
○
部
代
表
 

 
 

○
○
部
代
表
 

 
 

○
○
部
代
表
 

 
 

説
明
：
経
営
層
が
リ
ー
ド
し
、
重
要
業
務
の
担
当
部
署
を
含
む
組
織
横
断
的
な
体
制
と
し
て
構
築
し
ま
す
。
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＜ステップ１３＞ リスクの評価と被害の想定 

1 必要性 

ステップ２では貴社が直面している災害･事故リスクを考えましたが、このステップでは、災

害･事故リスクが貴社の重要業務に与える被害の程度を想定します。この作業により、災害･事故

時に貴社が直面する実際の事態の見込み（災害シナリオ）を持つことができるようになります。

これが具体的対策の検討の前提となります。 

 

2 方法 

2.1 必要な情報を収集する 

ステップ２で認識し、優先して対処することが必要として選んだ災害･事故について、入手可

能な資料や情報を集めます。地震、津波、水害の危険度や被害の想定について、都道府県、市区

町村などが被害想定を出している場合も多く、ライフライン等は供給会社の営業担当者に聞くの

も一案です。雑誌の特集記事などが役に立つ場合もあります。また、過去の大地震の記録なども

参考になります。 

このような情報収集は、貴社単独で行うこともできますが、経済団体などによる地域の防災の

勉強会に参加したり、懇意な企業と協力してグループで調べたりするのも効果的です。 

また、地震、水害など広域的な災害については、貴社の活動を支える電力、通信、水道、ガス

などのライフライン、さらにはアクセス道路などへの被害想定の情報も集める必要があります。 

 

2.2 被害想定の情報収集における留意点 

被害想定に必要な情報は、例えば地震では、震度や津波の高さなどはわかるものの、ライフラ

インやアクセス道路等のインフラの情報が十分詳しくは集められないことが多いのが現状です。

これには、行政や公益事業主体としても、ある耐震レベルの施設はどの程度の割合で被害を受け

るかは過去の災害データから推察できるが、具体的にどの場所の施設に被害が出るかは予測困難

というという事情もあるのです。したがって、ある程度努力をして、自社でおおまかな幅をもっ

た想定ができるくらいまで情報の収集ができれば、こだわらず作業を先に進めることが得策です。 

その際、認識しておくとよいのは、自社の施設や設備に深刻な被害が出る災害・事故では、そ

の復旧に時間を要しますので、それよりライフラインの復旧が遅くなる事態はあまり考えられま

せん。このような場合、ライフラインの復旧時期を詳細に想定する必要は、そもそもなくなりま

す。 

 

2.3 重要業務に与える被害を想定する 

想定する災害･事故が実際に起こった場合、貴社の重要業務への影響、言い換えれば重要業務

を継続・復旧するのに必要な主な資源（人、主要材料、部品など）にどの程度の被害が生じ、結

果として重要業務にどの程度の影響が出るかを概略で把握します。 

 

(1) 地震の場合 

集めた情報から自社事業所の震度を見出し、その震度による被害を、建物の耐震性などから、

倒壊の危険、倒壊しないが使えない、軽微な補修で使える、ほぼ無傷、などを推定します。設備

についても同様です。津波被害については、危険度のマップなどがあればそれを使って被害を想

定します。 

想定される震度に幅があれば、最も強い震度を想定すれば、より弱い地震なら対策の一部を発
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動すれば済むので、取引先の理解も得られます。ただし、最も強い想定震度では建物が全壊して

しまい、一からの再建か、別の場所での代替施設確保しかなく、その投資余力がない場合には、

想定する震度を少し下げた被害想定とし、それに応じたＢＣＰを考えることとしても十分意味が

あります。 

ライフラインや道路の状況なども、集められた被害想定の情報を踏まえ自社への影響を想定し

ます。ただし、上述のとおり、これらの被害状況は貴社への供給がどのぐらいの期間止まるかが

具体的にわかるほどは示されていませんので、適宜、貴社で推察することになりますが、おおま

かな想定でよく、かなり幅を持ったものでかまいません。 

特に、大都市部では、災害が夜間・休日に発生した場合、鉄道の停止などにより大半の社員が

出勤困難となる可能性（ただし、複数の拠点がある場合、出社困難者が本来の勤務場所以外に出

社して業務遂行が可能な場合もある）や、高層建物でのエレベータの使用不能により事業所の機

能が著しく低下することなどについても考慮する必要があります。 

現実の被害は、ＢＣＰで想定した被害とは多かれ少なかれ異なりますので、ＢＣＰで完璧な対

応策を一つ決めることはかなり困難です。そこで、数日以上の中断が許される業務のＢＣＰでは、

対策の選択肢を用意し、災害・事故後に実際の被害状況を即座に把握し、採用する対策を選んで

実行するという考え方でもよいのです。例えば、ライフラインや道路等の復旧見通しが○日（週）

以内と発表されれば対策Ａを、○日（週）を超え△日（週）以内の復旧見通しとされれば対策Ｂ

を・・・という選択肢のあるＢＣＰでも有効ですから、かなり幅を持った被害想定しかできなく

ても、ＢＣＰが策定できます（ただし、中断がごく短期間しか許されない業務のＢＣＰは、選択

の余裕はあまりありません）。 

 

(2) 水害の場合 

貴社の事業所の立地によって相当被害は変わります。過去の水害での被害を調べ、地方自治体

が出している危険度のマップなどが活用できれば、それを活用します。下水道が整備されている

都市部では、下水道の逆流による都市型の水害の懸念についても、評価してください。 

地下室があれば水没の危険を特に厳密に評価する必要があり、数十ｃｍの冠水でも被害が出ま

す。また、１階（場合によっては２階以上）の水没の危険を検討します。水没した設備は基本的

には使用不可能になると考えればよいでしょう。木造等の場合、地形によっては濁流による建物

の倒壊の危険も考慮します。ライフラインの考え方は、地震を参照してください。なお、電力の

地下ケーブルは、地震には強いのですが水害には脆弱です。 

大河川の決壊や津波などにより相当の水位となり、一からの再建か別の場所での代替施設確保

しかなく、その投資余力がない企業の場合には、より低い水位の別の被害想定とし、それに応じ

たＢＣＰを考えることを重点としても十分意味があります。 

 

3 留意事項 

前のステップで検討した重要業務や許容される中断時間は、ここで検討した被害の想定を踏ま

えて考えた方がイメージをつかみやすい場合もあるかもしれません。事業継続の取り組みにおい

ては、このような分析や検討について、どの順序で取り組むべきかが厳密に決まっているという

ことでなく、最終的に結論が出れば、どのようなプロセスをたどっても問題はありません。
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［
ス
テ
ッ
プ
１
３
様
式
］
 
リ
ス
ク
の
評
価
と
被
害
の
想
定
 

 文
書

1
3
-
1(
必
須
) 

災
害
リ
ス
ク
の
評
価
一
覧
表
（
様
式
例
）
 

災
害
・
事
故
の
名
称
 

 

想
定
す
る
災
害
･
事
故
の
度
合
 
例
：
地
震
で
あ
れ
ば
震
度
、
水
害
で
あ
れ
ば
水
位
な
ど
 

事
業
所
内
の
被
害
 
建
物
１
 

 
設
備
①
 

 
設
備
②
 

周
辺
の
ラ
イ
フ
ラ

イ
ン
、
イ
ン
フ
ラ
被

害
 

電
力
：
 
（
注
：
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
や
イ
ン
フ
ラ
は
十
分
な
情
報
が
得
ら
れ
な
い
場
合
も
多
い
の
で
、
 

通
信
：
 
 
 
 
自
社
で
の
お
お
ま
か
な
想
定
で
よ
く
、
幅
を
も
っ
た
想
定
で
よ
い
。）
 

ガ
ス
：
 

上
水
道
：
 

下
水
道
：
 

道
路
：
 

要
員
の
確
保
 

 

勤
務
時
間
中
の
場
合
：
 

夜
間
、
休
日
の
場
合
：
 

主
要
な
材
料
・
部
品

の
確
保
 

 

材
料
１
：
○
○
が
途
絶
す
る
の
で
、
そ
の
復
旧
ま
で
確
保
不
可
能
 

材
料
２
：
 

重
要
業
務
Ａ
 

使
用
す
る
設
備
①
が
～
の
た
め
、
そ
の
復
旧
ま
で
停
止
。
 

不
可
欠
な
電
力
が
～
の
た
め
、
・
・
・
・
 

道
路
が
～
の
た
め
、
不
可
欠
な
材
料
○
が
～
の
た
め
・
・
・
 

事
業
所
１
 

重
要
業
務
Ｂ
 

 

事
業
所
２
 

 
 

 
 

 

説
明
：
優
先
し
て
想
定
す
る
災
害
・
事
故
に
つ
い
て
、
想
定
す
る
災
害
･
事
故
の
度
合
を
決
め
、
そ
の
被
害
で
重
要
業
務
が
受
け
る
影
響
を
整
理
し
ま
す
。
記
載
内
容
は
、

ス
テ
ッ
プ
１
４
の
結
果
な
ど
か
ら
も
充
実
が
で
き
ま
す
の
で
、
適
時
に
振
り
返
っ
て
見
直
し
ま
す
。
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＜ステップ１４＞ 重要業務の継続の制約となる要素･資源の把握 

 

1 必要性 

 前のステップで、重要業務の被害を概ね想定しましたが、それを実際の対策に結び付けるため

には、現場に即して重要業務の実施に不可欠な様々な要素・資源をもれなくあげて、チェックを

行うことが必要です。すなわち、それらの被害や調達困難となる度合を把握し、何が重要業務の

継続（または早期復旧）の制約となるかを把握し、その制約を一つずつ解消していくのです。目

立たない要素・資源の制約で、重要業務の継続が困難になる場合があり得るので、網羅的な対応

が必要で、このために社内調査や取引先からの情報収集が必要になります。 

 

2 方法 

2.1 把握すべき要素･資源の種類を把握する 

重要業務を継続するために不可欠な重要な要素・資源をもれなく網羅的に把握します。その場

合の分類の切り口は、人、物、金、情報といった各リソースや、部門、工程、システムなどが中

心であると考えるとわかりやすいでしょう。 

具体例としては、社員（臨時社員や派遣社員も含む）、工場等の施設・店舗、設備（製造用機

材等）、原材料等の供給、パソコン（インターネットや電子メールを含む）、情報管理システム、

電話、電力、ガス、水道、納品のための輸送手段、各種書類・帳票類などです。その際、それが

ないとどれだけ困るのかは、その資源の代わりがあるか、できるかどうかで判断します。 

これらを体系的に検討していくためには、重要業務の手順や他の部署の業務との依存関係をフ

ロー図などに整理してみて、もれなくチェックができているかを確認していくことも有効です

（下記のイメージ図を参照）。 

なお、この作業には多大な手間と時間を要するという印象があるので、実施に社内の理解が得

られにくいとの声も聞きます。その場合には、作業の趣旨をよく理解してもらったうえで、本当

の不可欠で代わりのない資源･要素に集中してリストアップを求めることでもよいでしょう。 

いずれにしても、ここで抜けもれがあると事業継続に大きな支障となりますので、作業を依頼

する側からも、抜けもれがないか質問や確認を積極的に行うこととすべきです。 

 

重要業務の手順、依存関係のフロー(イメージ図) 

 

原料２ 電力 部品１ 

製造工程 

設備１ 

組立工程 

 設備２ 

検査・出荷 

 設備３ 

配送 注文 

配送業者 

技術者１ 財務担当

集 荷 

営業担当受発注 

ｼｽﾃﾑ 

水道 

社内請負 

調達担当 

技術者２ 

監督行政

財務ｼｽﾃﾑ 派遣会社 

原料１ 

請求 

支払 

ガス 
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2.2 重要業務の継続･早期復旧の制約となりかねない資源･要素を把握する 

重要業務の実施に関係しているすべての部署に対して、想定する災害･事故の内容と、それに

起因して予測される被害状況の情報(前のステップで整理したもの)を提供して、重要業務の継続

に不可欠な要素･資源を洗い出してもらったうえで、さらに、それへの災害・事故による被害や

調達の困難度合をリストアップするように求めます。 

 具体的には、アンケート調査、担当者へのヒアリング、担当部署でのグループ会議での議論に

よる抽出などの方法が考えられます。貴社に合う方法を選択してください。 

それらを取りまとめれば、現状、想定する災害･事故が起こった場合、どの要素･資源が重要業

務の継続、あるいは早期復旧の制約となるかがわかります（これをボトルネック資源･要素の把

握と表現する場合もあります）。 

 

2.3 必要に応じて目標復旧時間を見直す 

この作業により、重要業務の現段階における可能な復旧時間もより正確に推定できるようにな

ります。この時間は、ステップ１１で把握した「許容中断時間」よりも長いことが多いでしょう。

そして、同ステップで経営判断により決めるとした現実的な「目標復旧時間」を、この段階でよ

り一層現実的な観点で見直すことも必要になるかもしれません。このように、重要業務の目標復

旧時間を決定する分析検討の各ステップは、“行きつ戻りつ”の検討を実施していくことがむし

ろ通例だと考えてください。 

次のステップ以降で、具体的な事業継続のための対策を講じて、この（見直しを行った）目標

復旧時間と、その段階で可能な復旧時間の間のギャップを埋めるように努力していきます。 

 

3 留意事項 

このような分析には一定の時間と手間を要しますが、ここである重要な要素･資源が調査・検

討からもれてしまうと、せっかくこれから対策を講じても効果が薄くなってしまいます。したが

って、もれなく行うことが大変重要ですが、一方で、実際に重要なのは対策の実施ですから、そ

の詳細さは、経営者等の判断でバランスをとることになります。 
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重
要
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業
）
の
名
称
：
 

要
素
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資
源
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害
、
調
達
の
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さ
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続
へ
の
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合
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替
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員
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る
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数
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場
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不
可
欠
な
技
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者
の
状
況
 

対
応
能
力
が
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減
～
 

直
ぐ
に
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難
 

大
 

施
設
 

工
場
建
物
の
損
傷
は
軽
度
 

軽
微
 

―
 

―
 

設
備
 

設
備
①
に
つ
い
て
は
～
 

設
備
②
～
 

 
 

 

原
材
料
、
部
品
 

原
料
①
に
つ
い
て
は
～
、
 

部
品
①
～
、
②
・
・
・
 

 
 

 

情
報
機
器
 

 
 

 
 

各
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
 

電
気
に
つ
い
て
は
～
、
 

 
 

 

輸
送
手
段
 

 
 

 
 

個
別
業
務
１
 

Ａ
工
場
の
①
ラ

イ
ン
 

他
の
サ
ー
ビ
ス
 

 
 

 
 

個
別
業
務
２
 

 
 

 
 

 

説
明
：
①
関
係
す
る
社
員
に
対
し
て
調
査
を
依
頼
し
、
回
答
を
と
り
ま
と
め
ま
す
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②
制
約
と
な
る
要
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資
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の
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工
程
・
部
門
、
物
流
、
キ
ー
パ
ー
ソ
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。
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な
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重
要
業
務
名
及
び
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の
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必
要
な
品
目
 

必
要
数
量
 

供
給
社
名
 

当
社
部
署
・
担
当
者
 

連
絡
先
 

代
替
調
達
の
可
能
性
 

Ａ
 

 
 

 
 

 

Ｂ
 

 
 

 
 

 

Ｃ
 

 
 

 
 

 

・
・
・
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＜ステップ１５＞ 継続する方法(戦略)の検討 

 

1 必要性 

 ステップ１０で選定された自社の重要業務について、ステップ１１で決定されたその重要業

務の目標復旧時間を達成するために、どこで、誰が、どのように、それぞれの重要業務を継続

するかについて、その方法(戦略)を検討する必要があります。 

 

2 方法 

2.1 自前か他者への依頼か、どちらで継続するか検討する 

 貴社の重要業務が何らかの要因により中断、あるいは、中断するおそれがある場合には、自

前で重要業務を継続することができるか、あるいはそれができないか、また、他者に依頼すれ

ば重要業務を継続することができるか、あるいは他者に依頼しても重要業務を継続することが

できないかを判断します。 

 

2.2 自前で継続する場合の継続方法を検討する 

自前で継続することができる方法がある場合には、貴社の重要業務の目標復旧時間を達成す

ることができる方法を、費用対効果や実現性などを考慮して検討します。なお、自前で継続す

る方法としては、以下のものが考えられます。 

・ 代替の施設で継続する 

重要業務を一時的に既存施設外の自前の施設で再開する 

・ 現地を復旧する 

重要業務を自前の既存の施設内で元の状態に戻し、目標復旧時間内に再開する。 

・ 状況に応じて他業務との比重を最適化させる 

被害等の様子をみて、状況次第により、影響の少ない業務を一定の基準に基づき縮小・

休止し、継続の余力を生み出す。 

・ 積極的に他業務を縮小・休止する 

社員の安全、企業にとっての重要度及び社会的責任の観点から、影響の少ない業務を一

定の基準に基づき積極的に縮小・休止し、継続の余力を生み出す。 

・ 他業務を再開せず、撤退する 

状況次第で、優先順位（収益性・将来性・関係機関との影響等）の低い業務を再開せず、

撤退・売却することにより、継続する事業の復旧に傾注する。さらに、全体を継続せず

企業をたたむことも含む。 

・ 新規業務立ち上げ（第二創業）戦略 

状況次第で、優先順位（収益性・将来性・関係機関との影響等）の低い業務を再開せず、

それらの資源（ヒト・モノ・カネ・情報・コネなど）を活用して、限られた重要業務と

ともに新規業務を開始する。さらに、従来の業務を継続せず、新規業務のみを実施する

ことを含む。 

 

2.3 他者に継続を依頼する場合の継続方法を検討する 

 他者に継続を依頼しなければ継続することができない場合は、貴社の重要業務の目標復旧時

間を達成することができる方法を、自前で継続する場合の継続方法の検討と同様、費用対効果

や実現性などを考慮して検討します。なお、他者に継続を依頼する場合の継続方法としては、
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基本的に「代替で継続する」方法が考えられ、それは、貴社の重要業務を一時的に、自社の既

存施設外の他者の施設で再開する、あるいは当面は生産委託することになります。 

・ 施設を借りて操業する 

 重要業務を一時的に友好関係にある他社や取引上の協力会社等の他社の施設を借りて、

自社の責任において操業する。なお、この方法の実施や相当の準備がないと難しい。 

・ 業務委託する 

重要業務を一時的に友好関係にある会社や取引上の協力会社等の他社に委託し、当該

他社による受託生産および供給を依頼する。 

・ アウトソーシングする 

 重要業務をベンダーや代行会社との契約に基づき、アウトソーシングする(外部から調

達し、自社として供給する)。 

 

3 留意事項 

3.1 「戦略」と「対策の違い」 

 事業継続を有効的に実施するためには、「戦略」が必要になります。どうしたら中断した、あ

るいは、中断するおそれのある重要業務を目標復旧時間内に再開することができるかという方

法が「戦略」になり、その「戦略」を実現するための具体的な手段が「対策」になります。例

えば、自社の既存施設で重要業務を継続することができない場合に、「代替施設で契約する」こ

とや「協力会社で重要業務を継続する」ことが戦略であり、この「戦略」を実現するために、

具体的に、「ベンダーのホットサイトの使用契約をする」とか「協力会社と災害時互恵支援契約

を結ぶ」などが「対策」になります。 
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＜ステップ１６＞ キーパーソンの代理が確保できる体制 

 

1 必要性 

 このステップ以下ステップ２０までは、重要業務の継続のボトルネックとなる可能性のある

要素･資源に関する対策のうち、多大な投資を必要としないものについて扱います。したがって、

貴社の判断でそれらのどれから取り組んでもかまいません。 

さて、キーパーソンについてですが、貴社の重要業務の事業継続のためには、この人が不可

欠という方がいると思います。現場の指揮者のほか、技術者、技能者の場合もあるでしょう。

その代わりが確保できることも重要な事業継続対策の一つです。同等の能力を持つ方の確保は

困難でしょうが、半分でも３分の１でも能力があれば、当該重要業務が全く実施できない状況

を避けることができます。 

また、損傷を受けた設備復旧には、専門知識がある要員の応援を得ることも必要です。 

 

2 確保の方法 

2.1 キーパーソンの代理を確保する 

キーパーソンの直属の部下や同僚が代理の候補ですが、同じ場所にいることが多いので同一

の災害･事故で被災する可能性が高いのが問題です。その重要業務におけるその人材の不可欠の

度合が高ければ、それ以外の代理確保に努めなければなりません。前任者やＯＢがまずは候補

になるでしょう。さらに、体系的に確保するには、一人の社員が複数の業務を担当できるよう、

定期的に別の業務に携わる方法（クロストレーニング）もあります。また、別の工場の類似の

業務を担当する社員が、互いの別の工場の設備の知識も持つなどのやり方もあるでしょう。 

 代理業務のために、緊急時に読めばわかる引継ぎ文書的なものを用意しておくのでもある程

度は有効です。関係先リスト、段取りのフロー図、作業のチェックリストなどが有益でしょう。 

 

2.2 応援要員の派遣の協力を要請する 

 貴社の取引先も貴社の事業継続（早期復旧）が不可欠であれば、そこから積極的な支援を得

られる場合もあるでしょう。そこで、応援要員の派遣の可能性も、取引先や協力会社とあらか

じめ話し合っておくことが有効です。特に、損傷を受けた設備の復旧には専門知識のある人が

不可欠ですので、その要員はどこから派遣してもらえるかといった認識を常に持つことが重要

です。 

 

3 留意事項 

3.1 日常業務で常に対応する認識 

代理の確保は、新しい業務を始めたり、新しい高度な機材を導入したりする度に、直接の担

当者以外にも担当できる人を確保することが不可欠との意識を持ち続けなければ、効果を失っ

てしまいます。このような重要業務の各担当者に意識を持ち続けてもらうことは、会社に事業

継続の取組みを平時から根付かせると表現され、ＢＣＰの運用の大切な要素です。 

 

3.2 他のボトルネック対策との関係 

 このステップでは人材面の対策を取り出しましたが、このような要素･資源ごとに取り出した

対策を個々に行う必要があるわけでなく、他の要素･資源と一体的に、重要業務ごとに考えるこ

とで結構です。実際の方法は、各社でのやり易さ、考え易さで自由に考えてください。 
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［
ス
テ
ッ
プ
１
６
様
式
］
 
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
の
代
理
が
確
保
で
き
る
体
制
 

 文
書

1
6
-
1(
必
須
) 

事
業
継
続
の
た
め
に
不
可
欠
な
人
材
と
代
理
者
、
応
援
者
の
確
保
計
画
一
覧
表
（
様
式
例
）
 

重
要
業
務
（
=
中
核
事
業
）
の
名
称
：
 

人
材
の
種
類
 

人
材
の
氏
名
 

持
つ
ス
キ
ル
、
技
術
、
技
能
等
 

不
在
時
の
事
業
継
続
へ
の
影
響
 

代
理
者
、
応
援
者
の
確
保
計
画
 

確
保
対
策
の
実
施
状
況
（
も
し
あ
れ
ば
）
 

移
動
の
た
め
の

交
通
手
段
 

統
括
責
任
者
 

○
○
 
○
○
 

全
体
的
な
調
整
指
示
を
行
い
・
・
 
代
理
が
で
き
る
者
を
早
急
に
社
内
で
育
成
 

 

管
理
技
術
者
 

 
 

 
 

○
○
技
能
者
 

 
 

 
 

業
務
１
 

Ａ
工
場
の
①
ラ

イ
ン
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
業
務
２
 

 
 

 
 

 

説
明
：
①
代
理
者
、
応
援
者
の
確
保
計
画
に
は
、
そ
の
氏
名
、
訓
練
計
画
、
応
援
の
依
頼
先
、
調
整
状
況
な
ど
を
記
載
し
ま
す
。
 

②
遠
隔
地
か
ら
で
あ
る
場
合
、
そ
の
移
動
手
段
も
検
討
し
ま
す
。
 

 文
書

1
6
-
2(
推
奨
) 

代
理
の
た
め
の
引
継
ぎ
的
な
文
書
（
形
式
は
任
意
）
 

 
説
明
：
緊
急
時
の
代
理
の
た
め
、
読
め
ば
わ
か
る
引
継
ぎ
文
書
的
な
も
の
を
用
意
し
て
お
き
ま
す
。
関
係
先
リ
ス
ト
、
段
取
り
の
フ
ロ
ー
図
、
作
業
の
チ
ェ
ッ
ク
リ

ス
ト
な
ど
含
む
と
有
益
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
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＜ステップ１７＞ 重要業務に必要な部品、材料、サービス等の代替調達 

 

1 必要性 

重要業務の継続に必要な資源として、貴社が外部から調達する部品・材料、あるいはサービ

スなどの資源がかなりあります。貴社の事業継続にはその確保が不可欠ですから、その供給確

保対策を講じなければなりません。これは、従来の防災対策ではあまり重点的に考えてこなか

った事項です。また、貴社の製品・サービスが他社の生産活動に不可欠になっている関係があ

れば、貴社がその供給責任を問われます。こういった必要な供給関係が次々につながっている

ことをサプライチェーン（取引の連鎖）といい、事業継続には、このサプライチェーンの災害・

事故時の維持の観点が重要です。 

 

2 方法 

2.1 代替調達先からの調達が難しい資源を特定する 

貴社の重要業務に必要な社外から調達する資源は、ステップ１４において、おおむねは整理

されているはずです。その中で、一社から調達している場合に特に注意を払います。その企業

が被災した場合、貴社がすぐに困るからです。また、複数企業から調達している資源でも、そ

れら企業が同じ災害･事故で被害を受ける可能性がある近接地域に存在すると、1社からの調達

に近いリスクがあると考えられますし、そのうちの1社から通常他社から調達している分も含

めた全量を調達できるかも確認することが必要でしょう。 

次に、その資源について、同等のものが他の企業からは一切調達できないのか、それとも探

せば見つかるのか、努力すれば供給元を開拓できそうかなど、改善の可能性を検討します。 

 

2.2 対策を検討し実施する 

他社からの代替調達が可能かどうか不明の資源については、早急に調査を行うべきです。ま

た、新たな供給元として期待できる企業が見つかった場合、緊急時の調達の可能性を実現する

ための調整や連携などを計画的に進めることになります。 

一方、代替調達が困難な資源の場合、唯一の調達先企業に対して、事業継続の取組みを要請

することで対処するしかありません。この企業からの安定供給が重要ですから、事業継続の取

組に関する可能な支援を行うなど、緊密な関係を保つことが必要になるでしょう。ただし、支

援にはコストがかかる場合も多いので、双方の負担が厳しい場合には、調達先に被害が生じた

ときの応援体制を平時から検討しておくだけでも有効だと考えられます。 

 

2.3 ライフラインの確保を検討する 

 他社から代替調達が難しいものに、電気、上水道、下水道などがあります。通信も1社のみ

からサービスを受けている場合が多いでしょう。これらは、貴社の施設・設備にかなりの被害

があれば、実際にはその復旧より先に回復する場合が多いのですが、貴社の施設・設備が無事、

あるいは軽微であるとボトルネックになります。したがって、貴社の施設・設備の備えを高め

ると同時に、これらの代替方策をも考えていく必要があります。 

 手段としては、自家発電、水の備蓄、回線の二重化、簡易トイレの備蓄（下水道途絶への備

えの一部）などがありますが、かなりの費用がかかるものについては、その実施は経営判断に

委ねられます。 
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3 留意事項 

調達先の二重化や調達先に事業継続の対策を求める対応は、貴社のみでは対応できない点で

難しいわけですが、一方、貴社として必要となるコストはさほどかからない場合も多いという

特徴があります。 

 



2
－
2
2
 

［
ス
テ
ッ
プ
１
７
様
式
］
 
重
要
業
務
に
必
要
な
部
品
、
材
料
、
サ
ー
ビ
ス
等
の
代
替
調
達
 

 文
書

1
7
-
1(
必
須
) 

調
達
先
及
び
代
替
調
達
先
一
覧
表
（
様
式
例
）
 

区
別
・
社
名
 

関
係
 

連
絡
先
・
担
当
者
 

代
替
調
達
の
方
法
 

代
替
調
達
の
連
絡
先
 

自
社
 
○
○
事
業
所
 

 
 

―
 

 

得
意
先
１
：
Ａ
社
 

製
品
Ａ
の
販
売
先
 

電
話
、
メ
ー
ル
、
氏
名
 
―
 

 

得
意
先
２
：
Ｂ
社
 

製
品
Ｂ
の
販
売
先
 

 
 
 
〃
 

―
 

 

協
力
会
社
１
：
Ｃ
社
 
 

部
品
Ａ
の
納
入
者
 

 
 
 
〃
 

Ｄ
社
に
依
頼
 

企
業
名
、
電
話
、
メ
ー
ル
、
氏
名
 

協
力
会
社
２
：
Ｄ
社
 

部
品
Ｂ
の
納
入
者
 

 
 
 
〃
 

代
替
調
達
先
な
し
 

別
紙
へ
 

資
材
会
社
１
：
Ｅ
社
 

資
材
Ａ
の
納
入
者
 

 
 
 
〃
 

Ｍ
社
か
ら
調
達
 

企
業
名
、
電
話
、
メ
ー
ル
、
氏
名
 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
１
：
Ｆ
電
力
 

電
力
供
給
者
 

 
 
 
〃
 

自
家
発
電
装
置
使
用
 

 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
２
：
Ｇ
ガ
ス
 

ガ
ス
供
給
 

 
 
 
〃
 

プ
ロ
パ
ン
ガ
ス
導
入
 

企
業
名
、
電
話
、
メ
ー
ル
、
氏
名
 

輸
送
１
：
Ｈ
運
輸
 

製
品
Ａ
輸
送
者
 

 
 
 
〃
 

Ｉ
運
輸
に
依
頼
 

 

輸
送
２
：
Ｉ
運
輸
 

部
品
Ａ
輸
送
者
 

 
 
 
〃
 

Ｈ
運
輸
に
依
頼
 

 

情
報
１
：
Ｊ
社
 

情
報
機
器
・
ソ
フ
ト
リ
ー
ス
 
 
 
 
〃
 

同
社
と
緊
急
リ
ー
ス
契
約
 

 

資
金
１
：
Ｋ
銀
行
 

融
資
者
 

 
 
 
〃
 

公
的
金
融
機
関
 

企
業
名
、
電
話
、
メ
ー
ル
、
氏
名
 

設
備
メ
ン
テ
：
Ｌ
社
 

設
備
Ａ
の
メ
ン
テ
業
者
 

 
 
 
〃
 

代
替
調
達
先
な
し
 

別
紙
へ
 

 
 

 
 
 
〃
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明
：
①
重
要
業
務
に
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部
資
源
に
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い
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代
替
調
達
先
の
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認
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、
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場
合
に
は
確
保
で
き
る
か
検
討
し
ま
す
。
 

②
調
達
先
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2
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で
も
近
接
地
域
な
ら
、
遠
隔
地
の
代
替
調
達
先
が
必
要
で
す
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③
必
要
に
応
じ
て
、
連
絡
先
ご
と
の
詳
細
様
式
を
作
成
し
ま
す
。
ス
テ
ッ
プ
３
で
作
成
し
た
詳
細
様
式
を
拡
充
す
る
の
も
一
案
で
す
。
 

 文
書
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-
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重
要
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代
替
調
達
先
が
な
い
資
源
の
対
処
計
画
（
様
式
例
）
 

代
替
調
達
先
の
な
い
資
源
の
種
類
 

担
当
部
署
 

対
処
計
画
 

協
力
会
社
２
：
Ｄ
社
の
部
品
Ｂ
 

○
○
部
○
○
担
当
 

 

 
 

 

 
 

 

説
明
：
対
処
計
画
に
は
、
代
替
調
達
先
の
継
続
調
査
、
代
替
先
の
事
業
継
続
対
策
の
実
施
状
況
、
緊
急
時
の
応
援
計
画
な
ど
を
記
載
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＜ステップ１８＞ 情報・通信システムの途絶リスクの把握と対策 

 

1 必要性 

重要業務の継続に不可欠な要素・資源として、情報・通信システムが含まれる企業は、最近

増えてきていると考えられます。貴社の重要業務の継続にオンラインシステムなどの情報･通信

システムが不可欠な場合や、通話、ファックス、電子メール等が使えなくなるとほとんど仕事

にならないなどの場合には、そのシステムが途絶した場合に備えて、代替手段を確保しておく

必要があります。 

代替施設・機器の確保の方法についても、例えばホストについて、いつでも即時にバックア

ップシステムに切り替えられる方法もあれば、一定の時間をかけてバックアップシステムの立

上げを行うもの、そのようなバックアップシステムを他の主体と共同所有するものなど、性能

と費用にはかなり幅がありますので、必要な水準のものを確保することとなります。 

 

2 検討と対策の方法 

2.1 現在の情報システムの災害･事故対応度を確認する 

まず可能なことは、貴社の情報システムが賃貸・リースやネットワークの一般ユーザである

場合、サービスを提供している企業に災害･事故に際する被害の程度と対策内容を確認すること

です。情報・通信システムの賃貸・リースや情報通信サービスを供給する企業は、災害･事故時

の事業継続の必要性が高いものとして、政府も対策の実施を求めているので、一定の対策が採

られているはずです。その内容が、貴社にとって十分であるかどうかを調査し、確認します。 

 

2.2 調達するサービスを二重化する 

上記の調査・確認で、貴社にとっての情報システムの災害・事故時の継続性に満足できる水

準ではないと判明した場合には、同じ災害･事故で同時に大きな被害を受ける可能性の低い 2

社以上からサービスを並行して受けることで、途絶の危険性は相当低くすることができるでし

ょう。しかし、その分、費用が相当増加しますから、費用対効果を踏まえて経営判断で実施す

るかどうかを決めることになると思われます。その際には、サービス納入企業によく相談する

のが有効でしょう。 

 

2.3 自社による二重化等の対策を実施する 

自社設備の場合には、設備の納入企業等に相談して、自社設備の災害・事故時の継続性を確

認します。そのうえで、満足できる水準でない場合には、回線や機器の二重化が対策の柱にな

ります。しかし、すべての業務に対応すれば相当コストがかかるので、共同利用、緊急時のレ

ンタルサービス、代替機器の確保契約などによる事業継続も検討することが一般的には妥当で

しょう。まずは、設備・機器の販売企業が様々な製品を用意していますので、よく相談するこ

とが第一歩でしょう。 

 

3 留意事項 

自社設備の場合、設備自体は無事であっても、電源の途絶、冷却水の途絶、設備室の熱を除

去する空調の電源の不足などでの施設のストップも考えられます。また、備えとして自家発電

装置を導入する場合には、装置稼動のための燃料が何日分か、その補給が可能かを考える必要

があり、自家発電装置をいざというときに稼動できなかったという例も少なからずあるため、

定期的に稼動させる訓練が必要です。 
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・
・
・
 

シ
ス
テ
ム
の
作
動
中
断
か
ら
半
日
で
復
帰
が
可
能
。

必
要
な
担
当
人
員
の
増
加
は
わ
ず
か
。
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・
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○
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＜ステップ１９＞ 拠点、設備その他資源の代替性の確保の検討 

 

1 必要性 

 ここでは、今までのステップで検討しなかった重要業務の実施に必要な拠点や設備などの資産

について、代替性の確保がどのようにできるかの検討を行います。 

まず、貴社の重要拠点が被害を受けた場合に必要となる代替拠点が確保できるかどうかです。

これは、自社内での確保に限りません。また、設備等についても、重要業務を目標復旧時間まで

に復旧するのにボトルネックとなる可能性があるものについては、代替調達や代替確保を検討す

る必要があります。 

 

2 代替拠点の確保の方法 

2.1 対策本部の代替拠点を確保する 

本社、重要な支店、重要な工場などが被災して使えなくなった場合、代替連絡拠点の確保の

必要性は、ステップ 3 で述べましたが、その後、災害･事故の対策本部のメンバーなど、当面

の対策に必要な社員全員が集まれる代替拠点が必要となります。全体会議、本格的な情報収集、

文書作成等のための設備が必要であり、平時の拠点や幹部社員の自宅から公共交通機関が止ま

っても到達できることも必要です。貴社の他の事業所、社宅、寮、小企業であれば幹部の自宅、

また、他社の事務所を借りることでもよいでしょう。 

 

2.2 重要業務に不可欠な施設・設備の代替を確保する 

重要業務に不可欠な施設・設備の代替について、最も確実なのは、製品の生産であれば、別の

場所でも同一製品を生産することです。また、サービス業や事務所業務であれば、そのスペース、

机、いす、書棚等の什器、ＩＴ設備などが準備された別の拠点があることです。貴社の状況によ

り、幸いにもさほどコストがかからないでこれらが実現できるなら、大変有力な方法です。自社

以外でも、協力会社などと組んで同様のことが実現できるならば、同等の効果があります。 

しかし、一般的にはこれらを新たに実施するには相当のコストがかかるので、代替施設・設備

の新設などの多大な投資が必要な場合は、周到な事前検討が必要ですから、第３部のステップ２

４を行ってからの実施をお勧めします。 

次に有効なのは、被害を受けたときに、なるべく早く他の事業所に代替ができる設備ないし業

務の場所を立ち上げることです。他の事業所で生産ラインを変更して対処する、業務担当者グル

ープを移動させ稼動できる設備面の体制を持つなどであり、できるだけ迅速に代替の業務が実施

できるよう周到に準備しておくことになります。必要となる人、モノの移動が不可欠で、様々な

準備もありますので、稼動の開始まで数日から数週間の時間がかかることは覚悟する必要があり

ます。この場合も、同業他社や協力会社と組んでも同等の効果があるでしょう。 

代替可能設備を保有せず、被災した設備を新たに調達することにすると、実際に納入されるの

には相当時間がかかることが多いので、設備の種類によっては、被災時に円滑な購入やリースを

可能とする契約を締結する方法もあります。 

 

2.3 一拠点しかない企業での工夫 

代替拠点として使える別の事業所がない場合には、同じ事業所内で空地や耐震性のある工場建

物内の空いたスペースを、代替生産設備の設置場所として想定しておくこともひとつの方法です。

何の計画もない場合より、意思決定は相当早くなるでしょう。 
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さらに、スペースや代替生産設備の調達の余裕がない場合、他の企業との協力をあらかじめ計

画しておくことをお勧めします。効果の確実性が高いのは、同じ災害・事故で同時に被害を受け

ることがないある程度離れた協力先ですが、同じ地域の企業や同業企業組合などの中ででも、双

方が同様に深刻な被害を受けるとは限りませんから、被災した場合に協力し合える企業を見つけ

ることが有効でしょう。その際、災害･事故時の相互援助協定を締結しておく方法も検討すべき

です。 

拠点が一つしかない企業で、その拠点が津波の懸念が高かったり、耐震性が全体的に低かった

り、地震による火災で延焼が相当懸念されている場所にあるなど、行政などが想定すべきとして

いる災害が発生すると、自社の唯一の拠点が全壊してしまい、事業の継続の方策が描けないと考

える企業もあるでしょう。その場合でも、経営者と社員の安全な避難と安否確認を行い、また、

必要な情報や文書のバックアップをしておき、その後、例えば協力関係を持っている企業におい

て、経営者や社員の持つ技術・ノウハウ、取引関係、経験などを生かすことを考えるのはいかが

でしょうか。社会や取引先の事業継続の期待にぜひ応えることを考えてください。 

 

2.4 在庫のあり方を見直す 

 これまで貴社は、経営の合理化のために在庫圧縮に努めてきたかもしれません。また、取引先

側の貴社製品在庫の圧縮に協力してきたかもしれません。いずれにしても、事業継続の観点から、

在庫の適切なあり方を再検討してください。 

また、在庫の保管場所が製造場所に近接していると、同じ災害で同時に被害を受ける可能性が

高くなりますので、事業継続のため必要であれば別の場所での保管も検討してください。 

さらに、在庫の保管・格納状況にも考慮が必要です。地震で崩れやすい積み上げ方をしている

と、在庫の損傷の被害が大きくなります。社員の安全確保の観点と合わせて検討をしてください。 

 

3 留意事項 

代替拠点の確保の重要性がわかると、新規に施設・設備を建設する場合、同じ災害、事故等

にあわない離れた場所を検討することが事業継続の観点からは大変有効であることが実感でき

ます。新たな生産拠点を設ける場合は、近隣に設けて連絡調整の容易さ、移動、輸送の容易さ

と事業継続の実施しやすさとの兼ね合いとなりますが、是非、考慮すべきことだと思われます。 
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＜ステップ２０＞ ＢＣＰの発動と事業継続対応手順の整理 

 

1 必要性 

 貴社の重要業務を特に優先して継続しなければならないような災害・事故の状況下では、人

的・物的被害が多数発生しているおそれがあり、非常に混乱した状況になる可能性があります。

こうした中でも重要業務を継続していけるためには、明確で誰にでも判断可能なＢＣＰの発動

基準(詳しく言えば、緊急時の対応計画にあたるＢＣＰの部分2の発動基準)をあらかじめ定めて

おき、それに基づき社員や関係者の中で迷いなくＢＣＰを発動する必要があります。また、そ

の後、「いつ」、「どこで」、「誰が」、「何を」、「どのように」するのかといった事業継続のための

対応手順を具体的に洗い出し、整理しておく必要があります。 

 

2 方法 

2.1 ＢＣＰの発動基準等を決定する 

 基本的に、ＢＣＰの発動が必要となるのは、継続すべき重要業務が、特段の対応をしなけれ

ば目標復旧時間以内に再開することが難しいとみられる場合となります。すなわち、重要業務

を実施するのに必要な資源（ヒト、モノ、カネ、情報など）にかなりの被害が出ている場合と

いえます。その被害の原因が地震なのかテロなのかなどといった事象の種類にはかかわらずそ

の対応の必要性は決まります。それゆえ、ハリケーンを主に想定したＢＣＰをテロで類似の資

源の支障が出た場合に発動して（適宜修正し）、相当有効であった例もあります。 

その重要業務を継続するために必要な従業員、施設・設備・機材・材料、重要な情報などの

資源への被害の有無を確認し、そうした資源を通常の体制で容易に確保・復旧することができ

るか否かによって判断が異なってきます。ステップ１０で選定された重要業務をステップ１１

で決定した目標時間内に再開することができない、あるいは、再開することができないおそれ

がある場合がＢＣＰの発動基準になるのです。それぞれの重要業務について、ＢＣＰの発動基

準を検討しましょう。さらに、発動する権限者（その代理者）、発動の範囲・レベル、運用する

チームメンバーなども定めます。 

 なお、ＢＣＰ発動により代替拠点を使用して事業継続をした場合、本拠店で業務が再開でき

るようになれば、代替拠点から人員、機材、情報等の移転を行い、代替拠点を閉鎖することに

なります。その実施に関する基準等についても定めておく必要があります。 

 

2.2 事業継続に必要な項目と対応手順を整理する 

 次に、重要業務を継続するために必要な項目を洗い出して整理し、その対応手順も整理しま

す。また、そうした対応に必要な資源（ヒト、モノ、カネ、情報など）についても事前に洗い

出し、準備しておきます。継続する方法（戦略）により、その内容は異なってきますが、主要

な継続対応に必要な項目は、以下のものなどが考えられます。順番はこれに限らず、項目も変

更・追加があるはずです。貴社の状況に応じて、変更・追加してください。 

① 施設や設備、人員等の被害を確認し、使用可能か否かを判断する。 

② 顧客や取引先など、外部の被害を確認し、対応可能か否かを判断する。 

③ 重要業務の目標復旧時間を達成できるか否かを判断し、必要であれば、ＢＣＰを発動する。 

                                                
2 ＢＣＰを広くとらえる考え方では、ＢＣＰの一部分となる。一方で、ＢＣＰは緊急時の対応の計画を指し、事業継

続力を高める対策や平常時の維持管理や訓練の計画は、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）に含まれる計画として整理

する考え方も米国をはじめかなり有力なので注意が必要である。 
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④ （代替して継続する方法の場合）代替施設で継続対応を行う要員に連絡し、代替継続対応

を実施する。 

⑤ 被害を受けた施設や設備の復旧を行い、重要業務を再開できるようにする。 

⑥ 収集した情報をＢＣＰ本部に集約し、整理、分析、掲示するなど、情報を管理する。 

⑦ 資源（ヒト、モノ、カネなど）の調達や在庫の管理など、資源を管理する。 

⑧ 代替施設での継続対応の終了や復旧した本拠点での重要業務の再開など、今後の活動計画

を検討する。 

⑨ ステークホルダーに、状況を報告する。 

 

2.3 対応手順の確認 

 事業継続に必要な項目ごとに、目標復旧時間内に事業継続ができる対応手順となっているか

を、改めてしっかりと確認し、必要に応じて修正します。 

 

2.4 対応手順を周知する 

 策定された事業継続に必要な項目ごとの対応手順は、各担当者に対してまず配布や通知を行

い、各自が熟読する機会を設ける、役割確認の机上訓練を行うなどにより、十分に認識させる

ことが必要です。 

 

3 留意事項 

事業継続対応を行う一方で、一定の期間ごとに、従業員をはじめ、関係会社や取引先、関係

機関などに、被害状況と事業継続対応の進捗状況について報告します。 
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［［［［ステップステップステップステップ 20202020 様式様式様式様式］］］］    ＢＣＢＣＢＣＢＣＰＰＰＰのののの発動発動発動発動とととと事業継続事業継続事業継続事業継続対応手順対応手順対応手順対応手順のののの整理整理整理整理    

 

文書 20-1(必須)  ＢＣＰの発動基準等と代替拠点の移転・閉鎖の基準等・(様式例) 

ＢＣＢＣＢＣＢＣＰＰＰＰのののの発動基準発動基準発動基準発動基準等等等等    

BCPを発動する状況 

(例) 本拠点で重要業務を行うことができず、○

○業務の復旧がRTO（目標復旧時間）を超え

る場合 

BCPを発動する権限者 (例）社長 

BCPを発動する権限者の代理者 (例）専務 

BCPを発動する範囲・レベル (例）○○部××課（△△業務関係者） 

BCPを運用するチームメンバー (例○○部××課（△△業務関係者） 

 

説明：重要業務ごとに様式を作成します。 

 

 

代替拠点代替拠点代替拠点代替拠点のののの移転移転移転移転・・・・閉鎖閉鎖閉鎖閉鎖のののの基準基準基準基準等等等等    

代替拠点を移転・閉鎖する状況 
(例)本拠点が復旧し、重要業務を再開すること

ができる場合 

代替拠点を移転・閉鎖する権限者 (例)社長 

代替拠点を移転・閉鎖する権限者の代理者 (例）専務 

代替拠点の場所 (例）○○工場 

代替拠点から移転する場所 (例)本社工場 

代替拠点要員メンバー (例）○○部××課（△△業務関係者） 

 

説明：重要業務（代替拠点を使用するもの）ごとに様式を作成します。 
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文書 20-2(必須)  事業継続に必要な項目と対応手順・(様式例) 

事業事業事業事業継続継続継続継続のののの対応手順対応手順対応手順対応手順    

項目項目項目項目    ○○業務の継続 

責任者責任者責任者責任者     

手順手順手順手順    手順内容手順内容手順内容手順内容    担当担当担当担当    必要必要必要必要なななな資源資源資源資源    

□ 1    

□ 2    

□ 3    

□ 4    

□ 5    

□ 6    

□ 7    

□ 8    

□ 9    

□ 10    

 

説明：事業継続に必要な項目ごとに様式を作成します。 

 

事業継続の実際の対応においては手順1から行いますが、次の手順を実施するに当たり、前の

手順が完了している必要はありません 
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＜ステップ２１＞ 地域との協調・地域貢献   

 

1 必要性 

広域災害は、貴社のみならず地域の住民や企業にも同時に被害を与えます。したがって、貴

社の事業継続には、地域の住民や企業、自治体との協調が不可欠です。また、企業には、可能

な範囲で地域への貢献をすることも求められています。 

企業の事業継続には、即座の対応が有効な点も多々ありますが、社員には地域の方が多いで

すし、企業活動には、周辺の忍耐(公害は論外ですが)が多かれ少なかれ必要な場合もあります。

例えば、搬送車両の出入りや工事の騒音などです。したがって、企業の事業継続には、地域の

理解が得られる意味は大きく、短期的な事業継続の対応が遅れても、地域との協調を重視する

必要があります。そして、それが結果として事業継続の有効な手段となります。 

さらに、事業継続の取組み開始を発表すると、社員や周辺の人命救助や支援がおろそかにな

ると心配する人は、災害対応関係者も含め、少なくないのが実情です。そうではなく、人命身

体の安全、二次災害の防止などに従前より進んで対応することを示すことも必要です。 

 

2 方法 

2.1 地域と協調する 

まず、人が助かる可能性が高い災害直後の期間内（震災後３日間程度）は、貴社も周辺の人

命救助を優先した活動をすべきです。また、各企業が利己的な行動をとると、救助の妨害、交

通渋滞や物資の買占めなどを起こす懸念もあります。地域の救助・救援活動の支障になるよう

な活動は、いかに貴社の事業継続に重要であっても控えるべきです。無理に実施すると社会的

な批判を免れず、復旧後の貴社の事業実施にも支障が出るでしょう。実例として、水害の避難

中に企業への支援車両を走らせて強い批判を受けたことを反省して教訓としている企業もあり

ます。 

ＢＣＰの中にそのような配慮の必要性を明確に記載するとともに、災害対応の指揮をとる者

の認識を確実にすることが必要です。さらに、他企業から支援を受ける計画を持つ場合には、

その支援活動についても地域との協調が行われるような考慮が必要です。 

 

2.2 地域貢献する 

企業は、地域から、持てる力を活かして災害時に貢献することを期待されています。小さな

ことでもよいので、貴社の特色を活かして地域の救援や復旧への貢献ができれば、貴社の地域

での評価にもつながるでしょう。もちろん、災害対応で自社としても手が回らない状況になっ

ているかもしれず、確約はできないかもしれませんが、地域に根ざした企業として検討してみ

ることは重要です。また、災害時でなく平時での協力も可能です。具体的な貢献の例には次の

ものが考えられます。 

 

(1) 災害時～ ①避難者(大都市部では帰宅困難者も含む)へ自社の敷地や建物の一部を開放、

②保有する水、食料その他の物資を提供、③近所の高齢者等の避難･誘導への協力、④近所

の初期消火や救出･救護活動への協力（大都市部では、出勤できない社員が自宅近くの地域

で実施することを含む。⑤、⑥も同じ）、⑤必要とされる技術者の派遣、⑥社員の近所の住

宅の後片付け･救援物資の仕分けなどのボランティア活動参加、⑦自社製品や義援金を提供 

など 
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(2) 平時～ ①近所の防災組織の活動に、技術的、人的、資金的な支援、②地域と共同での防

災訓練 など 

 

3 留意事項 

 災害時の地域貢献に積極的な意思を持つ中小企業の割合は、アンケート結果などでは、かな

り高いようです。中小企業の地域とのつながりの深さを示すものであり、今後の災害時での役

割が期待されます。 



2
－
3
5
 

［
ス
テ
ッ
プ
２
１
様
式
］
 
地
域
と
の
協
調
・
地
域
貢
献
 

 文
書

2
1
-
1(
必
須
) 

地
域
と
の
協
調
に
関
す
る
留
意
事
項
の
整
理
表
（
様
式
例
）
 

事
項
 

留
意
す
る
内
容
 

担
当
部
局
、
関
連
部
局
 

各
災
害
・
事
故
共
通
 

 
 

①
取
引
先
に
支
援
要
請
を
行
う
場
合
 

支
援
者
に
地
域
の
状
況
を
説
明
し
、
留
意
事
項
を
伝
達
 

営
業
部
・
・
・
・
 

 
 

 

地
震
時
 

 
 

①
屋
外
避
難
者
が
来
た
場
合
の
対
応
 

飲
料
水
の
提
供
、
ト
イ
レ
を
貸
す
な
ど
可
能
な
限
り
対
応
 

施
設
部
・
・
・
・
・
 

 
 

 

水
害
時
 

 
 

①
避
難
者
の
活
動
を
妨
げ
な
い
 

冠
水
し
た
道
路
の
走
行
は
、
避
難
活
動
終
了
後
に
す
る
 

施
設
部
、
製
造
部
・
・
・
 

 
 

 

  文
書

2
1
-
2(
推
奨
) 

地
域
貢
献
の
具
体
策
及
び
実
施
方
法
(
様
式
例
)
 

地
域
貢
献
の
内
容
 

担
当
部
局
、
担
当
者
 

必
要
な
準
備
 

連
携
先
 

(1
)実
施
を
予
定
す
る
事
項
 

 
 

 

 
在
庫
商
品
の
提
供
 

販
売
管
理
部
 

地
域
で
の
需
要
の
確
認
 

地
元
自
治
会
○
○
氏
、
・
・
・
 

 
 

 
 

(2
)状
況
を
見
て
可
能
な
ら
行
う
事
項
 

 
 

 

 
水
道
タ
ン
ク
の
水
の
配
給
 

施
設
部
 
○
○
 

水
道
施
設
に
被
害
状
況
を
把
握
・
・
・
 

地
元
自
治
会
○
○
氏
、
・
・
・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

説
明
：
災
害
･
事
故
時
の
地
域
貢
献
だ
け
で
な
く
、
平
時
の
災
害
･
事
故
防
止
の
地
域
連
携
な
ど
も
こ
こ
で
の
地
域
貢
献
に
該
当
し
ま
す
。
 



2－36 

◇第２部のまとめ ～内容更新の確認と訓練・見直しの勧め 

 

１．第２部のまとめの趣旨 

以上で、第２部は終了です。この段階まで来れば、貴社の従業員規模が数十人規模であれば、

取引先から、あるいは社会的に、ＢＣＰがかなり策定されている企業との評価を受けることが

できると考えます。また、中堅企業のレベルであってもＢＣＰへの取組みが一定の評価を受け

られると考えられます。そして何より、貴社の中に災害･事故に備える戦略的な対応の考え方が

根付き、災害･事故にあった場合に重要業務が継続できる可能性はかなり高まったことでしょう。 

さて、この第２部のまとめの段階でも、再度強調したいのは、策定成果の更新と訓練・見直

しです。第１部のまとめでも書きましたが、各ステップで策定した成果は、放置すれば内容が

古くなって万一の場合に役立ちにくくなってしまいます。また、実際に訓練を行ってみて、本

当に機能するものであるかを確認し、見直すことも大変重要です。 

ＢＣＰの策定、運用に関しては、無理に急ぐのではなく、着実な実施と定着が非常に重要で

あることを、もう一度再認識してください。 

 

２．更新と訓練･見直しに関する確認 

第３部に進む前に、第１部及び第２部で策定した内容について、必要な更新や訓練・見直し

が行われているかを必ずチェックしてください。 

ＢＣＰは、毎年度の予算執行や人事異動を考えれば、どの企業でも毎年1回の見直しが必要

とされています。さらに、１年経過する前でも事業内容や事業拠点の変更などがあれば、その

際に見直さないと、これまでの各ステップで策定した成果が実態に合わなくなって有効性が著

しく落ちてしまいます。そこで、それ以上の期間が経っている場合には、次に進む前に、必要

な更新ができているかを必ずチェックし、また、これまでの各ステップの成果を訓練し、問題

点が明らかになれば、その修正、見直しを確実に行って有効性を確かめる機会を是非持つよう

にしてください。 

 

３．この段階での訓練とチェック 

この段階における訓練は、災害･事故の直後の応急対応の訓練としては、第１部の訓練を基

礎とし、第２部で策定した内容を付け加えて充実したものを実施することが基本となります。

例えば、情報システムの二重化などが加わってきますので、その活用が円滑に行えるかの訓練

などが加わることになります。 

また、この段階のチェックとしては、第２部で行ってきた重要な要素の代替の確保の計画が、

実際に災害･事故の際に有効に稼動するかについて、事業継続の担当部署が総括して会社全体で

確認をすることとなります。 

訓練の具体的な方法については、必要に応じ、第３部の「ステップ２６ ＢＣＰの訓練と見

直し」を参照してください。 

 

４．第1部の成果のＢＣＰとしての充実 

 第２部では簡略なＢＣＰの計画内容が徐々に整備されていきますが、それに伴い、第1部に

行った対策は、ＢＣＰの存在を前提とした形に見直すことが必要であることに留意してくださ

い。例えば、「代替連絡拠点の設置の判断基準」は、「ＢＣＰに基づく緊急対応発動の判断基準」

に、代替連絡拠点に「連絡先リストを置いておくべきこと」は、「ＢＣＰを置いておくべきこと」

と読み替えていくなどです。 


